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３月の有効求人倍率は０・５９倍となり、前月と同水準。 

 鹿児島県の本年３月の有効求人倍率は０．５９倍となり、前月と同水準とな

りました。 

 新規求人は、前年同月に比べサービス業（２９．１％増）、医療福祉（２３．

９％増）などが増加する一方、建設業（２．９％減）、飲食店・宿泊業（１９．

７％減）が減少し、全体では１１．４％の増加となりました。 

 また、新規求職者については、前年同月に比べ自己都合離職求職者（４．４％

増）などの増加により、全体では４．４％の増加となりました。 

 求 人 の 増 加 傾 向 は 続 い て い ま す が 、 求 職 者 も 増 加 し て い る こ と か ら 今 後 の 

雇用失業情勢は横ばいで推移するものと思われます。 

 なお、ハローワークの紹介による就職件数は前年同月比で３か月連続増加し

ており、引き続き、求人・求職のマッチングに努めていきたいと考えています。 

                              （職業安定部職業安定課） 

 

有効（新規）求人倍率の推移 
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４月２８日、「県高等学校就職問題検討会議」を開催 

   今春卒業の高校生の３月末の就職決定率は、最近の雇用情勢を背景とし

て、また、「就職面接会」開催などの各種対策の推進などにより、前年同

期を１．２ポイント上回る９６．４％と改善が見られたところです。 

   こうした中、鹿児島労働局、県教育庁では、４月２８日「県高等学校就

職問題検討会議」を開催し、経済団体、高校等とともに、来春卒業予定の

高校生に係る就職慣行の見直しや、高校生を取り巻く就職問題について協

議・確認を行うこととしております。 

 
                          （職業安定部職業安定課） 

昨年の会議の風景  

 

 

 

 

 

「ハローワークＱメールサービス」（最新求人情報メール 

信サービス）を県下全域で本格実施  

  「ハローワークＱメールサービス」を４月２４日から県下全域のハローワ

ークで本格実施します。このサービスは、利用登録者に対して、希望職種、

就業場所、賃金などの登録条件に合う最新求人情報を「パソコン」、「携帯

電話」にメールで毎日（土日祝日を除く）配信するものです。  
  多くの皆様のご利用をお願いします。 

  詳しくは最寄りのハローワークまでお問い合わせください。 

（職業安定部職業安定課）   
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４月２７日、障害者雇用の一層の推進に関する労働局長名 

による要請 ～労働局長による経済団体への要請～ 

障害者の就業意欲が高まる中、改正障害者雇用促進法及び障害者自立支

援法が平成１８年４月１日から施行され、障害者の雇用機会の一層の確保

が求められております。 

   このような状況の中で、障害者雇用の一層の推進を図るため、鹿児島労

働局長名の要請文書により、４月２７日、鹿児島労働局長が県内経済３団

体を訪問し要請を行いました。 

   鹿児島労働局としては、この要請を契機に雇用率達成指導の強化、積極

的な職業紹介の活用等により障害者雇用のさらなる推進を図ることとして

おります。 

                        （職業安定部職業対策課） 

 

 

 

労働災害防止団体等代表者会議を４月１４日に開催 
４月１４日（金）に鹿児島市のＫＫＲかごしま敬天閣で、建設業、運送業な

ど県内８労働災害防止団体等の代表者ら約３０名が出席し、平成１８年度労働

災害防止団体等代表者会議を開催しました。 

会議では、労働局から休業４日以上の労働災害発生件数の年間１，８００件

台達成に向けて、本年度の鹿児島労働局行政運営方針と労働災害防止対策の説

明を行い、各団体傘下事業場の自主的な安全衛生管理活動の積極的な推進につ

いて協力を要請しました。 

各団体代表者等からは、昨年度の災害防止活動についての取組み状況と本年

度の労働災害防止計画について発表等がありました。  

（労働基準部安全衛生課） 

 
 昨年の会議の風景  
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 建設工事発注機関との連絡協議会を、５月２5日 

に開催 
当局管内の建設業における平成１７年の労働災害発生状況は、休業４日以上

の死傷者数が全産業の約１９％を占め３７２人と前年より増加し、死亡者数は

１０人と前年より減少したものの、全産業の半数を占めるなど依然として高水

準で推移している状況にあります。 

このことから、建設業における労働災害防止において重要な役割を担う発注

機関に対して、建設工事における発注段階からの安全確保について、発注機関

との連携をより密にし、効果的な労働災害防止対策を確立することを目的とす

る「建設業の労働災害防止にかかる発注機関連絡協議会」を５月２５日（木）

に鹿児島労働局の会議室において開催いたします。 

当日の午前に鹿児島県、午後に国の発注機関に出席いただき、発注機関自ら

が工事施工時の安全衛生の確保に配慮した工期の設定、設計の実施等を行うこ

とが重要であることから、発注機関の果たす役割等について検討・協議し、確

認することにしています。 

（労働基準部安全衛生課） 
 
 
 
 

労働保険料（労災保険と雇用保険の総称）の申告と納付は

法定期限の５月２２日までに！ 

労働保険料は、労災保険に係る業務上又は通勤途上における負傷等に対して

必要な保険給付、雇用保険は失業した場合に生活の安定を図るための給付です。 

現在、鹿児島労働局では労働保険徴収室をはじめ県内の各会場で労働保険料

概算・確定申告の集合受付を行っています。 

事業主の皆様方には、法定期限内（５月２２日まで）の労働保険料の申告・

納付をしていただくようお願いします。 

なお、詳細については、最寄りの労働基準監督署か鹿児島労働局労働保険徴

収室へお問い合わせください。   

（総務部労働保険徴収室） 
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中小企業子育て支援助成金が創設されました 
中小企業において仕事と子育ての両立を行いやすくするため、育児休業取得

者、育児短時間勤務制度の適用者が初めて出た中小企業事業主に対する新たな

助成金制度が本年度より創設されました。 

この助成金は、従業員１００人以下の中小企業事業主が、次世代育成支援対

策推進法の一般事業主行動計画を作成・届出した上で、初めて育児休業を付与

（子の出生以後６ヶ月以上取得し、職場復帰後６ヶ月以上勤務）したり、短時

間勤務制度を適用（３歳未満の子を持つ労働者が６ヶ月以上利用）した場合、

利用期間に応じて１人目に６０万～１００万円、２人目に２０万～６０万円を

助成する制度です。                     

（雇用均等室） 


